
 

 

第２ 天草市の障がい者を取り巻く現状 

１ 市全体の現状 

（１）人口 

65 歳以上の人口も減少に転じ、ますます人口減少が進行 

平成 17 年度の国勢調査時には 96,473 人であった本市の総人口は、令和 2 年度には 75,783 人
と、15 年間で 20,690 人減少しています。令和 27 年度の本市の総人口は、43,607 人と、市政
施行当時の半数以下になることが予測されており、唯一増加していた 65 歳以上の人口も令和２
年度以降は減少すると予測されています（図 1）。 

 
図 1 総人口及び年齢（3 区分）別人口の推移 

平成 17 年度 30.9％であった高齢化率は、令和２年度には 41.2％、令和 27 年度に

は 49.8％となり、約２人に１人が高齢者になると予測されています（図 2）。 

図 2 年齢（3 区分）別構成割合の推移 
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（２）障がい者手帳 

障がい者手帳所持者も減少 

本市の令和４年度末の障がい者手帳所持者数は 5,710 人です。療育手帳所持者及び精神障がい
者保健福祉手帳所持者は増加していますが、最も所持者数の多い身体障がい者手帳所持者の減少
を受け、障がい者手帳所持者全体としては減少しています（図 3）。 

 
図 3 人口及び障がい者手帳所持者数の推移 

障がい者手帳所持者の６割は 65 歳以上の高齢者 

人口に占める障がい者手帳所持者の割合は 7.7％（令和 4 年度末現在）で、国の障がい者数の
推計値 9.2％（令和５年度障害者白書参照）を下回っている状況です。また、障がい者手帳所持者
5,710 人（令和４年度末）のうち 3,576 人（62.6％）が 65 歳以上の高齢者です（図 4）。 

 
図 4 年齢別障がい者手帳所持者数の推移
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身体障がい者手帳所持者
数を等級別にみると、１級
所持者が最も多く、次いで
４級所持者の順になってい
ます。いずれの等級におい
ても年々減少しています
（図 5）。 

身体障がい者手帳所持者
数を障がい種別でみると、
「肢体不自由」が最も多く、
次いで「心臓機能障がい」、
「聴覚障がい」、「視覚障が
い」の順になっています。
「肢体不自由」、「心臓機能
障がい」、「聴覚障がい」、
「視覚障がい」は減少傾向
にありますが、「腎臓機能障
がい」や「膀胱・直腸機能障
がい」は横ばいの状況です
（図 6）。 

療育手帳所持者数を等級
別にみると、B1 所持者が最
も多く、次いで B2 所持者の
順になっています。B2 所持
者は、年々増加しています
（図 7）。 

精神障がい者保健福祉手
帳所持者数を等級別にみる
と、２級所持者が最も多く、
次いで１級所持者の順にな
っています。いずれの等級
においても増加傾向を示し
ています（図 8）。 

 
図 5 身体障がい者手帳所持者数（等級別）の推移 

 
図 6 身体障がい者手帳所持者数（主たる障がい種別）の推移 

 
図 7 療育手帳所持者数（等級別）の推移 

 
図 8 精神障がい者保健福祉手帳所持者数（等級別）の推移
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（３）サービス利用状況 

ア サービスの利用者 

障がい福祉サービスの利用者数は減少傾向 障がい児サービスの利用者数は増加傾向 

障がい福祉サービスの利
用者数は平成 30 年度をピ
ークに減少傾向に転じてい
ます。障がい児サービス利
用者数は年々増加していま
す。障がい福祉サービス及
び障がい児サービスの利用
者の合計は、国では令和３
年 12 月から令和４年 12 月
の伸び率（年率）が 5.4％で
あったのに対し、本市では
令和３年度から令和４年度
の伸び率（年率）は 2.7％と
なっています（図 9）。 

 

 

 

図 9 障がい福祉サービスと障がい児のサービスの利用者数の推移 

 

障がい福祉サービスの利用者は約 8 割が 18 歳以上 65 歳未満 

障がい福祉サービス利用
者を年齢でみると、18 歳以
上 65 歳未満が主で、令和
４年度のデータでは807人
（77.2％）となっています
（図 10）。 

 
図 10 障がい福祉サービスの利用者数の推移（障がい種別毎） 
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障がい福祉サービスの利用者は知的障がい者が約半数 

障がい福祉サービス利用
者を障がい種別でみると、
知的障がい者が最も多く令
和４年度末のデータでは
522 人（50.0％）となって
います。知的障がい者のサ
ービス利用者数は増加傾向
にありますが、身体障がい
者や精神障がい者のサービ
ス利用者数は年々減少傾向
となっています（図 11）。 

 
図 11 障がい福祉サービスの利用者数の推移（障がい種別毎）

 

イ サービスの費用額 

障がい福祉サービスや障がい児サービスの費用額は伸び続けている 

障がい福祉サービスの利用者数は減少していますが（図 9）、その費用額は伸び続けていま
す（図 12）。障がい福祉サービス費は、令和２年度から令和３年度の国の伸び率 6.2％と比較
すると、本市は 2.5％と低い値です。障がい児サービスは、利用者数の増加に比例し（図 9）、
費用額も伸び続けており、５年間で 2.4 倍に増加しています（図 12）。障がい児サービス費
は、令和２年度から令和３年度の国の伸び率 14.1％と比較すると、本市は 16.0％と高い値と
なっており、令和３年度から令和４年度の本市の伸び率は 25.7％とさらに高くなっています。 

障がい福祉サービス費及び障がい児サービス費を合わせた費用は毎年約１億円ずつ伸びてお
り、障がい福祉費全体の 86.8％（令和４年度）を占めています。 

 
図 12 天草市障がい福祉費決算額の推移 
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１人当たりの費用月額は、障がい福祉サービスも障がい児サービスも国より少ない  

１人当たりの費用月額をみると、障がい福祉サービス費も障がい児サービス費も全国と比較す
ると少ない状況です（図 13）。障がい福祉サービスは、利用者数は減少していますが、障がいの
重度化により１人当たりの費用額が増加し、障がい福祉サービス費の総額が増加していると思わ
れます。 

 
図 13 障がい福祉サービス費及び障がい児サービス費１人当たり費用額の推移 

サービス種別では全国と比較すると施設入所支援や生活介護の費用額の割合が高い 

障がい福祉サービス費及び
障がい児サービス費の総費用
額に占めるサービス種別毎の
費用額の割合をみると、本市
では生活介護 36.2％、施設入
所支援 19.1％の順に多い状
況です（図 14）。施設入所支
援に関する費用額の割合は、
全国の自治体の平均費用額割
合の約３倍となっており、地
域移行の推進は本市にとって
重要な課題です。 

 

 
図 14 サービス種別毎の総費用額の構成割合 
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   注）1人当たりの費用額には、計画相談支援、地域相談支援、障がい児相談支援は含まない
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図 15 障がい福祉サービス及び障がい児サービスの給付費、延べ利用者数、事業所数の推移 
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（４）施設入所及び精神科病院における外来及び入退院の現状 

施設入所者の重度化・高齢化が進行 

本市が支給決定している施設入所者数は年々減少しています（図 16）。 

 
図 16 施設入所者数の推移 

令和４年度末現在の施設
入所者では、区分６が 154
人（49.0％）です。 

施設入所者全体に占める
区分６の割合は増加してお
り、重度化が進んでいます
（図 17）。 

 
図 17 施設入所者の障がい支援区分の内訳 

また、施設入所者の年齢
は、60 代以上が 166 人
（52.9％）です。 

30 代以下の割合が減少す
る一方で 60 代以上の割合
が増加しており、施設入所
者の高齢化が進んでいます
（図 18）。 

 
図 18 施設入所者の年齢の内訳 
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精神及び行動の障がいは外来が少なく入院が多い 

国民健康保険のレセプトをみると、精神及び行動の障がいは熊本県全体や同規模市町村と比較
しても入院患者は多く、外来患者が少ない傾向にあり、本市では重症化してからの受診が多いと
推測されます（図 19、図 20）。 

 
図 19 精神及び行動の障がいに関するレセプト件数（入院）

 
図 20 精神及び行動の障がいに関するレセプト件数（外来） 
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精神科病院における長期入院患者数は国や県と比較しても多い 

精神科病院における１年以上の長期入院患者数は全国と比較しても多く、令和３年度の値では
65 歳以上の者は約 4.6 倍、65 歳未満の者は約 2.8 倍多い状況です（図 21）。早期退院率につ
いても熊本県全体と比較しても低い状況です（図 22）。 

 
図 21 精神科病院における１年以上の入院者数（人口 10 万人あたり）

 
図 22 精神科病院における退院率 

  

出典：ReMHRD（地域精神保健福祉資源分析データベース）
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２ 地区別の現状 

（１）人口 

 
図 23 地区別の年齢別人口 

本渡北地区及び牛深地区が人口の多い地区になりますが、その年齢構成は大きく異なり、本渡北
地区の高齢化率 24.9％に対し、牛深地区は 50.4％となっています。次いで人口が多い地区が本渡
南地区、本渡稜南地区、五和地区の順になりますが、本渡南地区、本渡稜南地区の高齢化率 30％
台と比較すると五和地区は約 50％となり年齢構成は大きく異なります。

出典︓住民基本台帳（令和5年3月末現在）
注）本渡稜南地区とは、亀場町、枦宇土町、宮地岳町、楠浦町のこと
  本渡東地区とは、志柿町、瀬戸町、下浦町のこと
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（３）サービスの利用状況 

 
図 25 地区別サービス種別毎の障がい福祉サービス利用者数の割合 

 

図 25 は、令和４年度末に障がい福祉サービスを利用していた 1,045 人のサービス種別毎の利用
状況をみたものです。 

訪問系サービスは、通所・訓練系や就労系のサービスと比較すると利用率は少ない状況です。御
所浦地区は、社会資源が少ないため訪問系のサービス利用率が高くなっていると推測されます。 

同居家族が多い地区は、訪問系のサービス利用率が低く、アパートや市営住宅等の社会資源が多
い地区は、訪問系サービスの利用率が高くなっています。本町地区の通所・訓練系サービスが多く、
就労系サービスが少ないのは入所施設が多数あることが影響しています。 

通所・訓練系サービスや就労系サービスの利用率をみると、有明地区、天草地区及び河浦地区の
就労系サービス、倉岳地区の通所・訓練系サービスの利用率など、社会資源が少ない地区では、通え
る場所に事業所があるかどうかが利用率に影響を与えていると推測されます。 

出典︓国保連支払実績（令和4年度1年間の実利用者数）
注）訪問系とは、居宅介護、重度訪問介護及び同行援護のこと。
      通所・訓練系とは、生活介護及び生活訓練のこと。
      就労系とは、就労移行支援、就労系継続支援及び就労定着支援のこと。
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